
石炭火力に
回帰する日本
森山拓也（気候ネットワーク）

2026年9月28日

Japan Beyond Coal シンポジウム 2026



石炭火力発電は気候危機を加速させる

2

火力発電所の燃料別の排出係数（g-CO2/kWh）

• 石炭は化石燃料の中で最もCO2

排出が多い

• 国際エネルギー機関（IEA）は、先
進国は2030年までに、世界全体
では2040年までに石炭火力を廃
止するよう提言。（IEA, Net Zero by 2050: A 

Roadmap for the Global Energy Sector）

資源エネルギー庁資料より気候ネットワーク作成



日本が合意した国際公約

2030年代前半での対策のとられていな
い石炭火力の段階的廃止（2024年G7合意）

※対策のとられている石炭火力とは、IPCCによるとCO₂排出を
90%以上削減できるもの

2035年の電力部門の完全または大宗
の脱炭素化（2022年G7合意）

化石燃料からの脱却（COP28）

その一方で続く石炭への依存

156基、53257MWの

石炭火力が稼働中（2026年9月時点）

G7で唯一、石炭火力の廃止年を決め
ていない

日本の電源構成（2024年度速報値）



看板倒れの「非効率石炭火力フェードアウト」

• 「非効率石炭火力のフェードアウト」を政府が表明（2020年）
• 「省エネ法」「容量市場」などの制度で削減を促すが実効性なし

•容量市場が非効率石炭火力を延命
• 稼働率が低くても供給力として設備を維持
すれば固定収入（毎年数百億円）

• 2029年度向け容量市場でも非効率石炭
火力が527万kW応札

容量市場による非効率石炭火力の応札容量

「フェードアウト」と言いながら、
  石炭火力を残す制度が温存されてきた。



より詳しくは、JBCウェブサイトの「ファクトシート」もご覧ください
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https://beyond-coal.jp/category/documents/factsheet/


2026年、エネルギー危機を理由に「石炭回帰」へ

非効率石炭火力の稼働抑制措置を2026年度限定で解除

中東情勢の緊迫化 → LNG調達への懸念 → 「LNG節約」のため石炭火力を活用

設備利用率50％を超えても、契約
金を減額しない（満額支給）

設計効率42％未満の非効率石炭火
力は設備利用率50％を超えると、
容量市場の契約金を20％減額

従来のルール 2026年度

稼働を抑える「ブレーキ」 ブレーキ解除



LNG 50万トンの節約と、170万トンのCO2 増加

• 170万トンは、小島嶼国やアフリカ低所得国の年間国別総排出量を上回る規模

• 自国の燃料調達リスクへの対応のために、気候変動の被害を世界に押しつける
・・・「気候不正義」

• LNG節約で必要になる電力量43億kWhは、過去の再エネ拡大・省エネペースを維持
していれば、十分に代替できた規模

節約されるLNG

約50
万トン

≒発電量約43億kWh分

→

追加排出されるCO₂

約170
万トン／年

LNG→石炭への置換を仮定した概算

（気候ネットワークによる試算）

出典：気候ネットワーク「中東情勢の緊迫化による日本政府の石炭火力稼働抑制解除を試算」（2026/4/27）



「石炭回帰」は2026年度だけなのか？

電力業界 2026/4

電事連会長が

「脱炭素への取り組みは
一度立ち止まって考えるべ
き」と発言

J-POWER 2026/9

加藤英彰社長 が
「30年に向けて（一直線
で既設石炭火力を）フェ
ードアウトするのではな
く、できるだけ長く使っ
ていきたい」と発言

JERA 2026/7
7

石炭火力を含むPPAの販
売を検討。有事の市場価
格変動リスクへの対応策と
して位置づけ

エネルギー危機を理由に、石炭回帰を強める発言や動きが相次いでいる

非効率石炭火力の稼働抑制解除は2026年度限定とされているが…

自民党 2026/4

高市首相への提言に旧式
石炭火力発電の利用を盛
り込み

出典：電気新聞（2026/9/16）／JERA（2026/7/1）／電事連発言は日本経済新聞報道として各所で引用



化石燃料を確保することが「安全保障」なのか？

◼第7次エネルギー基本計画
• 2040年度も火力3～4割程度を見込む

• 石炭・LNGなど火力の内訳については、具体的な構
成を明示していない

• 火力発電を減らすのではなく、需要や価格、その
時々の調達環境に応じて石炭とLNGを使い分ける
余地を残したままと言えるのでは？

◼パワーGX
• 化石燃料の調達安定性向上や調達先の多角化、
代替輸送ルートの支援

• 調達先を分散するだけで、化石燃料依存は減らせ
ない

経済産業省・資源エネルギー庁資料より気候ネットワーク作成



真の安全保障は、化石燃料を使わなくて済むこと

どうやって化石燃料を

安定的に確保するか

どうやって化石燃料を

必要としないシステムをつくるか

石炭火力の延命から、再エネ・省エネを中心としたシステムへの転換を
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